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要 旨

本稿の目的は，集積の経済やそれに基づく地域間格差の発生メカニズムについて検証するため

に，近年，この分野において中心的な役割を果たしているFujita, Krugman and Venables（1999）

に代表される新しい空間経済学の理論的基礎となるDixit and Stiglitz（1977）の独占的競争モデル

の基礎的部分や中間財の供給について独占的競争市場を仮定し，かつ土地を生産関数に明示的に導

入した Rivera-Batiz（1988）や Ciccone and Hall（1996）のモデルを精査することにより，集積や

地域間格差などの現象についての理論及び実証分析モデルの応用の可能性について検討することで

ある．より具体的には，ある都市に産業や人口が集中するメカニズムやプロセスに加え，そのよう

な集中が際限なく続くのではなく一定の水準で停止し安定的に推移するメカニズムを説明するため

の基本的アイディアについて検討していくことである．この結果，Dixit and Stiglitz の独占的競争

モデルにおける制約の緩和や混雑現象などの定式化により，この問題に取り組むことができる可能

性と関数型を特定化する場合，実証分析の面からこれらの評価をおこなう必要があることなどが示

された．

〔キーワード〕Dixit and Stiglitz の独占的競争モデル，集積の経済，空間経済学

はじめに

本稿の目的は，集積の経済やそれに基づく地

域間格差の発生メカニズムについて検証するた

めに，近年，この分野において中心的な役割を

果たしている Fujita, Krugman and Venables

（1999）に代表される新しい空間経済学の理論

的基礎となる Dixit and Stiglitz（1977）の独占

的競争モデルの基礎的部分を精査することによ

り，集積や地域間格差などの現象についての理

論及び実証分析モデルの応用の可能性について

検討するものである．より具体的には，ある都

市に産業や人口が集中するメカニズムやプロセ

スに加え，そのような集中が際限なく続くので

はなく一定の水準で停止し安定的に推移するメ

カニズムを説明するための基本的アイディアに

ついて検討していくことである．

Fujita らのモデルは地域経済学・都市経済学

における伝統的な理論，例えば，中心地理論，

都市階層理論などに対する経済学的な理論的基

礎付けをおこなうことを目的としたものであ

る．ここで展開される議論を通して共通するモ

デルはDixit and Stiglitz の独占的競争モデルで

あり，これは Chamberlin（1933）の独占的競



争モデルに明示的に効用関数を導入すること

で，従来とは異なる結果が得られることを示し

たものである．このモデルは製品差別化に関す

る代表的なモデルであり，「産業組織論」をは

じめとして，「経済成長論」や「空間経済学」

の分野においても援用される基礎的なモデルの

一つとなっている．

このため，本稿では，Dixit and Stiglitz の独

占的競争モデルの「空間経済学」に果たす役割

に着目しながら，集積の経済や地域間格差の分

析をおこなう際の基本的な理論的枠組みについ

て検討していく．空間的な広がりを持った経済

モデルを構築しようとする場合に，重視される

ものは「規模の経済」と「輸送費」である．こ

こで援用されるDixit and Stiglitz の独占的競争

モデルには，独占的競争市場で財を供給する企

業の生産に固定費用が存在することが仮定され

ており，企業は平均費用逓減部分で生産をおこ

なうことになる．この意味においてこのモデル

は，「規模の経済」を含んだモデルとなってい

る．このモデルにおける独占的競争市場の持つ

役割を検討するのに際して，オリジナルである

Dixit and Stiglitz モデルについての基礎的な概

念を見ておくことは有益である．これは次の第

�節でみていくとおり，Fujita らの空間経済学

において，用いられる独占的競争モデルは，差

別化された財について関数形を特定化するだけ

でなく，差別化された財とそれ以外の財の間

（部門間）の代替の弾力性についても関数形を

特定化したものであり，この意味で非常に制約

の厳しいモデルとなっている．これに対し，

Dixit and Stiglitz は，部門間の関係は一般型で

表わしたモデルの他，本稿では取り扱わないも

のの部門間での支出配分は特定するが，部門内

の支出配分は加法的に定式化したモデルなど複

数の異なる関数型を用いた分析をそれぞれおこ

なっている．このことから Fujita らのモデル

の当該個所において制約を緩めることや他の分

析への応用の可能性について検討できるものと

思われる．このため，本稿では第�節において

Dixit and Stiglitz の基本的な構造を理解するた

めに，彼らの独占的競争モデルのうち（部門内

の）弾力性が一定のケースについて精査する．

第�節では，実証分析への応用も比較的容易で

あろうと思われる中間財または中間サービスの

供給体系に組み込んだ形での独占的競争モデル

についてみていくこととする．最後に第�節で

は，これらのモデルの拡張の可能性について検

討していく．

�．Dixit and Stiglitz（1977）モデルと

空間経済学への展開1

一般に，経済学でよく知られる独占的競争モ

デルは Chamberlin によるものである．この独

占的競争モデルでは，「企業の過剰能力（ex-

cess capacity）」あるいは「過剰差別化」とい

う結果が導かれている．独占的競争市場では，

各企業の生産する財が差別化されているため2，

他企業より高い価格を設定したとしても，需要

量がゼロになることはない．すなわち各企業は

右下がりの需要曲線に直面していることとな

る．各企業は独占的に供給をおこなうため，独

占的競争市場均衡は限界収入と限界費用が一致

する点で決定される．また，参入退出が自由な
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� 本節は，Dixit and Stiglitz（1977）の独占的競

争モデルの一部についてのサーベイしたもので

あ る．変 数 の 表 記 は，Fujita, Krugman and

Venablesとの比較が容易なように，近年よく利

用される後者のものに合わせた．ただし，両者

で定義される関数型の一部で，和記号と積分記

号での違いがあるため完全には一致しないこと

がある．

� 供給される財は類似のものであるが完全には

代替しないことが仮定されている．



ため長期的にはゼロ利潤条件が実現し，価格は

平均費用に一致することになる．このとき各企

業は，平均費用逓減部分で生産をおこなってい

ることになるが，これは完全競争均衡の生産水

準よりも少ない生産量である．このため，各企

業の生産量は相対的に少ないと判断されるか

ら，所与の需要量を満たすために参入する企業

数が相対的に大きいと判断されることとなる．

各企業の製品は厳密には異なる財であるから，

企業数の増加は過剰差別化と解釈されることに

なる．

以上の点を踏まえ，Dixit-Stiglitz の独占的

競争市場についてみてみよう．このモデルの特

徴の一つは，差別化された財と合成財を消費す

る消費者の効用関数を明示的に示したものであ

るという点である．この結果，このモデルを用

いた分析の結論は，Chamberlin の意味での過

剰差別化という結論とは異なる結果が存在する

ことが示される．ここでの大きな特徴は以下の

�点である．一つは効用関数をモデルに導入し

たことであり，もう一つは供給側において独占

的競争市場に参入している企業群とそれ以外の

企業群からなる�部門を考えていることであ

る．このことから部門内（独占的競争市場）の

問題だけではなく，部門間の関係についても検

討することが可能となる．最後に，上述の�点

を含んだモデルで Chamberlin の仮定と整合的

な形の独占的競争市場における均衡を導出し，

その上で最適性の検討をおこなっている点であ

る．彼らの研究はこれらの特徴を定式化するこ

とにより独占的競争市場均衡がどのような性質

を持つものになるのかを再検討したものであ

る．

彼らの分析結果は，効用関数の形状に依存す

るため，効用関数の定式化に関して，いくつか

のケースが紹介されている．以下では，これら

のうち代表的なものとして，彼らの言う「弾力

性一定のケース」，「可変的弾力性のケース」の

うち，特に弾力性一定のケースについて検討し

ていくこととする．

�−�．基本モデル

Dixit-Stiglitz モデルにおいて，最も重要な

点は効用関数の形状であるが，これは次のよう

な効用関数が仮定される．つまり凸の無差別局

面をもつ分離可能（separable）な効用関数で

ある．

U=U A, M m,m, …,m

ただし，A は合成財，m, i=1, 2, …, nは多

様性を持つ財（差別化された財）であり，M

はmの関数である．ここでMはグループ内の

全ての財が同じ費用構造（限界費用と固定費

用）を持つという意味で対称的な企業によって

供給されることが仮定されている3．また，

個々の差別化された財の種類で定義される M

は，部分効用関数（subutility function）と解

釈することが可能である．

ここで，合成財は完全競争市場で取引がおこ

なわれ，差別化された財は独占的競争市場で取

引がおこなわれる．議論の簡単化のために A

はニューメレールとされる4．さて，このモデ

ルでは，効用関数に関して「弾力性一定のケー

ス」と「可変的弾力性のケース」の�つのアプ

ローチが考えられている．具体的にはこれらの
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� Dixit and Stiglitz（1977）の後半部分では，非

対称な費用構造を持つ企業群の分析もおこなわ

れている．

� モデルの展開を検討する上で，それぞれの財

の品目の名称を特定化することに本質的な意味

は な い が，Fujita, Krugman and Venables

（1999）においてAは農作物（agricultural good）

の消費，mは工業製品（varieties of manufac-

tured goods）の消費とされている．



効用関数は次のように示される．

U=U A,∑



m

 


 ⑵

U=A∑



vm



⑶

ただし，0<ρ<1，0<μ<1 である．また，U

は相似拡大的であることが仮定される．「弾力

性一定」のケースは独占的競争部門における部

分効用関数 M が CES 型で特定化されたケー

ス．「可変的弾力性」のケースは効用関数 Uが

コブ-ダグラス型の関数で定式化される．また，

Fujita, Krugman and Venables などの新しい空

間経済学の分野においては，次のように非常に

制約の強い関数形を用いた分析をおこなうこと

が多い．

U=A∑



m

 





⑷

次節では，弾力性一定の効用関数を用いた分

析と伝統的な独占的競争モデルの分析を対応さ

せるための準備として⑵式を用いた Dixit and

Stiglitz の一部について検討していくこととす

る．

�−� 需要曲線の導出

本節における効用関数は上述した⑵式の効用

関数である．ここで，消費者は所得を合成財と

多様性を持つ財に対して支出するから，消費者

の予算制約は次のように与えられる．

A+∑



pm=Y ⑸

これは所得Yを合成財（普通財）Aと差別化さ

れた財mに対して支出をおこなうという関係

を表している．ここで，Y：所得，A：合成財

（普通財），m：差別化された財，p：財mの価

格である．以上が，消費者に関する Dixit and

Stiglitz モデルの基本的な表現である．

彼らの分析では，このようなケースにおいて

は，消費者の最適消費決定を�段階の意思決定

問題として処理することが妥当であるとしてい

る．つまり，合成財と差別化された財に対する

支出配分決定の問題と，差別化された財の間で

の支出配分決定の問題である．

ここでの目的は，効用関数を定義した上での

独占的競争市場における需要関数を導き出すこ

とであるが，需要関数は Chamberlin の需要関

数と同様に，独占的競争市場に参入する全ての

企業が同時に価格の変更をおこなったとき，す

なわち市場全体での価格変化に対応する需要関

数であるm（DD曲線）と，一企業のみが価

格を変更させた時に当該企業が直面する需要関

数であるm（dd曲線）の�つが求められる．

このため，市場全体での数量と価格を表す数量

指数Mと価格指数 Gを次のように定義する．

M=∑



m

 


， G=∑



p 



⑹

ただし，β=1−ρρである．また，0<ρ<1で

あるからβ>0である．数量指数及び価格指数

を用いれば，先の効用関数及び予算制約式は次

のように書きかえることが可能である．

U=U A, M ，Y=A+GM

この最大化問題は，

L=U A, M +λY−A−GM 

より，一階の条件は

∂L

∂A
=

∂U

∂A
− λ = 0

∂L

∂M
=

∂U

∂M
− λG = 0

∂L

∂λ
= Y−A−GM = 0

である．このことから効用最大化のための条件

は，
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∂U ∂M
∂U ∂A

= G ⑻

であることが分かる．この Gを所与とすれば，

先に定義した効用関数の形状を反映した財への

支出配分が決定されることとなる．今，所得は

Aと Mに対して全て支出されることが考えら

れているため，所与の価格水準に対応する M

財への支出割合を価格指数 G の関数として

sGと書くものとすれば，

GM=sG⋅Y，A=1−sG⋅Y ⑼

と書くことが可能である．

ここで�種類の財の代替の弾力性を確認する

ことで，M財を構成する全体の価格変化が M

財への支出割合に影響を与える程度について見

ていくこととする．Mと Aの代替の弾力性を

σG と記すこととする．両財の代替の弾力性

は，A がニューメレールであることに注意す

れば，定義により以下のように書くことができ

る．

σ G=
d log AM 

d log 
∂U ∂M
∂U ∂A 

=
d log AM 
d log G

=
d AM AM

dGG

Mと Aのそれぞれに対する支出額は⑼式にお

いて示されているから，これを用いて両財の比

を具体的に

A

M
=
Y 1−sG
Y sGG

=⋅
1−sG⋅G

sG

のように書くことができる．これを全微分する

ことにより，両財の比の変化率は

d AM 
AM

=
d 1−sG
1−sG

+
dG

G
−
ds

dG
⋅
dG

s

=−
ds

dG
⋅

dG

1−sG
+
dG

G
−
ds

dG
⋅
dG

s

のように導かれる．また，代替の弾力性σ Gの

定義により

σ G=
d AM 
AM 

dG

G

=−
ds

dG
⋅

dG

1−sG
+
dG

G
−
ds

dG
⋅
dG

s 
dG

G

である．ここから

σ G=−
ds

dG
⋅

G

1−sG
+1−

ds

dG
⋅
G

s

右辺第一項にssを掛けると

σ G=−
ds

dG
⋅
G

s

s

1−sG
+1−

ds

dG
⋅
G

s
⑽

である．ここで検討しているのは，M 財の価

格変化に対するM財への支出比の変化である．

これを簡単に θGと書くとすれば，⑽式を

σ G=−θ G⋅
s

1−s
+1−θ G

と表すことができ，これを θGについて整理

すれば，M財の価格変化に対する M財への支

出比の変化の割合 θGは，次のように簡単に

あらわすことができる．

θ G=1−σ G⋅1−sG<1 ⑾

ここまでの展開で A財とM財に対する支出

配分を価格指数の関数としてあらわすことがで

きた，すなわち，差別化され財の価格指数の変

化により，全体としてどの程度 M財への支出

が変化するかを表せたこととなる．

次に�段階目の意思決定問題に入る．�段階

目の問題では関数 Uに関して，つまり，差別

化された財とそれ以外の財の間における支出配

分に関する問題が考えられたが，�段階目の問

題では部分効用関数 Mに関して，すなわち差

別化された財の間における需要関数を考えるこ

とになる．既に効用関数と支出関数がわかって

いるので，それぞれの企業の直面する需要関数

を求めることが必要となる．ここでの最大化問
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題は以下のように示される．

max M=∑



m

 



s.t GM=∑



pm ⑿

このことから，

L=∑



m

 



+λGM−∑



pm

により，一階の条件は以下のように示される．

∂L

∂m

=
1
ρ ∑




m

 




⋅ρ⋅m
 +λ−p=0

i=1, 2, ⋯, n ⒀

∂L

∂λ
=GM−∑




pm=0 ⒁

任意のiとjについて，⒀⒁式から

p

p
=
m



m


であることが分かる．この関係を Mに代入し

て整理すると

m=
p




∑

 p


 
 M

であるから，Gの定義を用いてこれを書き直す

と

m=M 
G

p 



⒂

これは他の条件が一定であれば，第 j財へ需要

は当該財の価格だけが上昇した時には減少する

ことを示している．本節で取り扱うのは差別化

された財が，対称的な企業のケースであるか

ら，そのグループ内の価格水準は同程度である

ことが仮定される．つまり p=pとすれば

G=pnとなるから ∂G∂pは nが非常に大き

いと仮定すればゼロとみなせる．このことか

ら，弾力性は以下のようになる．

∂logm

∂log p
=−

1
1−ρ

=−
1+β
β

⒃

この枠組みの下では，全ての企業が同時に価

格を変化させたときに起こる市場全体の需要量

の変化はどうなるであろうか．企業が対称的な

状況を仮定すればm=m，p=pである．この

ため，⑹式は次のように書くことができる．

M=mn=mn

G=pn=pn ⒄

さらに⒂式に代入して整理すると

m=
Y ⋅sG
pn

⒅

したがって全企業が価格を引き上げたときの各

企業への需要の弾力性は

∂logm
∂log p

=
dmm
dpp

=
dm

dp
⋅
p

m
=−1−θ G ⒆

となる．他企業が価格を据え置いたときには自

企業の価格引き上げの需要は大きく減少するか

ら

∂logm

∂log p
<
∂logm
∂log p

であり，それは⒃式と⒆式から

1+βθ G>0 ⒇

であることがわかる．ここまでの展開におい

て，Dixit-Stiglitz の独占的競争モデルにおけ

る DD曲線と dd曲線が以下のように示された

こととなる．

m=Y ⋅
sG
pn
，m=M 

G

p 



�

ここまでの展開で，独占的競争企業の直面する

需要曲線について，DD曲線，dd曲線ともに，

企業数の関数として表わすことができたことと

なる．

�−� 供給サイドと市場均衡

前節では Dixit and Stiglitz（1977）モデルに

おける需要関数を示したが，本節では同様にこ

のモデルの供給サイドの定式化をおこない，独
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占的競争企業の供給関数と市場均衡を示ことと

する．

独占的競争市場における各企業における利潤

最大化の条件は，限界収入と限界費用が等しく

なる点で供給をおこなうことである．ここで，

各企業にとっての共通の限界費用はc，各企業

の需要の弾力性は 1+ββである．この時，

任 意 の 企 業 の 収 入 Rを pm，費 用 Cを

cm+F とすれば，利潤関数は以下のように書

くことができる．

π=pm−cm−F

ただし，cは限界費用，Fは固定費用である．

ここで参入退出が自由である独占的競争市場

均衡における均衡価格 pは，MR=MCとゼ

ロ利潤条件 π=0に加え，企業の対称性の条件

から，以下のように求められる．

p=c1+β=
c

ρ
�

また，この時の財の供給は以下のようになる．

m=m=
F

p−c
�

市場均衡をもとめるために需給一致の条件を

m=mとして均衡企業数＝財の種類の数が

以下のように求められる．

spn
pn

=
F

cβ
�

また，独占的競争市場における均衡産出量は，

�式と�式から以下のように求められる．

m=
F

cβ
�

さらに，グループ全体での予算配分 sG と物

価水準 Gは以下のようになる．

s=sG，G=pn

  

 式から，均衡企業数の増加によって差別化

された財全体の物価 Gが下落するということ

が明らかになる． Dixit and Stiglitz の独占的競

争モデルにおいては，労働市場についての言及

はないが，Fujita らの空間経済学においては，

ここまでの展開されたモデルについて，合成財

と差別化された財との間の部門間の弾力性につ

いても一定という強い制約を課した効用関数を

用いたモデルを展開した上で，労働市場や輸送

費の概念を含めた定式化がなされる．このよう

な仮定の下，ある一定の条件が満たされれば，

集積が発生する地域では，企業数の増加により

差別化された財の価格水準は低下するから，工

業製品生産者の実質賃金は上昇し，さらに集積

が進むというメカニズムを持つ事が導かれる5．

基本的には，このようなメカニズムを通して，

工業製品部門や人口の集積が発生するのであ

る．

�．企業間取引における独占的競争モデ

ル6

本節では，Rivera-Batiz（1988）の理論モデ

ルと Ciccone and Hall（1996）の実証分析モデ

ルについて検討する．最終生産物供給部門と中

間投入財供給部門の関係において，中間投入財

が製品差別化されているケース，すなわち独占

的競争によりおこなわれていると仮定するモデ

ルは，もちろん Fujita らにおいても分析され

ているし，Barro and Sala-i-Martin（2004）な

ど成長論の分野においても用いられている標準

的な経済モデルである．しかしながら，ここで
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! Fujita, Krugman and Venables（1999）参照．

" 本節で取り上げるのは，最終生産物生産者

（中間財需要者）と中間生産物生産者（中間財供

給者）の関係として中間財供給が独占的競争に

直面しているケースを想定したモデルである．

本節は，この代表的なものとして Rivera-Batiz

およびCiccone and Hallのそれぞれの議論の一部

をサーベイしたものである．



Rivera-Batiz および Ciccone-Hall の分析を取

り上げるのは，そのモデルにおいて土地の利用

を含むという点に特徴があるからである．

前節までの分析と同様に，Rivera-Batiz の

目的は中間投入財供給部門（ここではサービス

部門を念頭におく）の企業が最終財の生産部門

と消費部門の両面において集積の経済を発生さ

せるメカニズムに着目し，理論分析することで

ある．Rivera-Batiz のモデルは Fujita（1988）

などと同様に中間投入財供給企業の存在が集積

の経済を発生させる構造となっており，

Ciccone and Hall はこれらの理論モデルを援用

して工業部門における生産性と労働密度の関係

を明示的に示した実証モデルを展開している．

このことから本節では，Rivera-Batiz のモデ

ルとCiccone and Hall のモデルをそれぞれ見て

いくこととする．

�−� Rivera-Batiz（1988）モデル

ここで想定される経済は以下のように特徴付

けられる．産業は最終生産物を供給する工業部

門と中間投入財を供給するサービス業の�部門

だけである．工業部門における最終生産物の生

産は，労働，土地，中間サービスの投入によっ

ておこなわれる．工業部門で生産される財は所

与の価格で生産・供給をすることが仮定され

が，当該地域に対して直接的には財の供給をお

こなわないことが仮定される．他方，サービス

業は当該地域の工業部門にのみ中間サービスの

供給をおこない，そのサービス供給は独占的競

争のなかでおこなわれることが仮定される．そ

して中間サービスの生産は労働のみを投入して

生産されることが仮定される．

ここで中間サービスは多種多様なサービスと

仮定され，独占的競争市場に直面している事が

想定される．これは近代的工業部門が高度に専

門化された様々の作業を中間サービス業部門に

幅広く需要する状態を反映したものであると考

えられるから，あまりに非現実的な仮定ではな

いと考えられる．Rivera-Batiz では，水道光

熱，事務環境，工業機械あるいは銀行・保険機

能や法律サービスなどに関わるメンテナンス・

サポートサービスが想定されている．彼らのモ

デルでは，これらの高度に専門化されたサービ

スに対する需要が増加し，企業活動の分業と外

部化が多様化することにより，高度に専門化さ

れたサービスを供給する企業が増加することと

を通し，工業部門における生産性が上昇するこ

とになる．以上の仮定と帰結を Rivera-Batiz

は以下のように定式化している．

まず工業部門における産業 mの生産関数は

次式で与えられる．

Y=T

 L


V


，β+β+β=1 #

但し，労働：L，土地：T，中間投入財：

V産出量：Yである．また，Vは産業mで

投入されるn種類の中間サービスの組み合わせ

を表す関数であり，次のように表される．

V=∑



S



$

ただし，Sは産業mに対するサービス供給企

業 jの生産・供給量であり，σ は 0<σ<1 の値

をとるパラメーターである．この関数はいわゆ

るCES 型生産関数である．

ここで中間サービス企業は独占的競争市場にお

いて財を供給すると仮定され，さらにこれらの

企業は互いに対称的であることが仮定される7．

このとき中間サービス供給企業は同量の財を供

給することになるから産業 mの中間財の需要
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% ここで用いられる独占的競争市場における諸

仮定は，Dixit and Stiglitz（1977）における独占

的競争モデルの一般的な仮定と同様のものであ

る．



総量は次のようになる．

S=∑



S=nS &

このことから$式は次のように書き換えること

ができる．

V=∑



S



=nS=n
 S '

これを#式に代入すれば次式が得られる．

Y=T

 L


 S


 n

   (

このことから，産業 mの生産量Yは，生産要

素の各投入量，L，T，Sに加え中間サービ

ス供給企業の数nにより決定されることにな

る．また，多様性の効果を表す n  は産業

mにおける集積の経済を表すパラメーターで

あると解釈される8．

次に，産業mの利潤最大化の条件を求める．

産業mの利潤関数は次のように定義される．

Π=PY−rT+wL+∑ PS )

ただし，P：工業品価格，r：地代，w：賃

金，P：中間サービス価格である．この一階

の条件は

r=βP
Y

T

*

w=βP
Y

L

+

S= βPY

V 
P 

 

,

βPY=∑



PS -

となる．*+式は土地の限界生産性が地代に等

しいことと労働の限界生産性が賃金に等しいこ

とそれぞれを表している．また，,式では中間

サービスの需要量，最後の-式は，産業 mの

中間サービス業部門に対する支出配分を表して

いる．

次に，中間サービス業部門の企業の利潤最大

化条件を考える．サービス産業は労働集約的で

あると考えられるからこれらの企業は労働のみ

を使って生産をおこなうものと仮定される．こ

のとき労働と産出の関係は次のように示され

る．

L=c+cS

これは独占的競争市場に直面する企業は対称

的であることが仮定されているから，すべての

企業が同じ生産技術の下で生産をおこなってい

ることを定式化したものである．総費用 TC

は wL，平均費用 ACは wc+wcS，

限界費用 MCは wcで与えられる．このと

き，独占的競争企業の利潤最大化のための条件

は，当該企業の限界費用と限界収入が一致する

ことである．この条件は次のように表すことが

できる．

wc=P

ε−1
ε

.

ただし，εは需要の価格弾力性を表してお

り，定 義 に よ り ε=−PS∂S∂P

である．また,式より ∂S∂Pを求めるこ

とができる．さらに伝統的なチェンバリンの独

占的競争にならい交差弾力性は無視すると，こ

れらの企業の弾力性は次のように簡単に表すこ

とができる．

ε=
1

1−σ
/

ここで，/式を.式に代入することにより，次

式が得られる．

P=σ
cw 0

最後にサービス供給企業の産出量と企業数を

求める．独占的競争市場ではそれぞれの企業は
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限界費用と限界収入が一致する点で供給をおこ

なうが，企業の総利潤と総費用が等しくなる点

まで参入が続く．したがって次のゼロ利潤条件

が成立する点まで参入が続くことになる．

∏=PS−wL=0

ここで，再びサービス供給企業の対称性を考

え，工業部門における上述の一階の条件を用い

ることにより，サービス供給企業の総供給量と

企業数が導かれる．

S=SL=
βσ

βc
L 2

n=nL=
1−σ
c

β

β
L 3

23式の結果を(式に代入すると産業 mの

生産量は土地と工業労働者数の関数として表さ

れることがわかる．

Y=T

 L


 SL



⋅nL
 

4

4式は，産業 mにおいて，中間サービス部

門の増加が，nL
 

だけの生産力の上昇

をもたらすことになっている事が分かる．ま

た，このような関数型は，Meade（1952）によ

る外部経済の定式化とも対応する．Meade の

場合，生産性の上昇は，養蜂業者と果樹園の関

係について例を挙げたうえで，ある産業が別の

産業に外部性をもたらしている状況を表すもの

である．この場合，企業数の増加がモデル内の

労働者数の関数として導出されているという意

味で，Meade において外部性として取り扱わ

れたものが，内生変数としてあらわすことがで

きていると解釈されよう．さて，ここまでの展

開で2と3式でそれぞれ中間サービス部門の供

給量と企業数は産業 mの労働量の関数として

表されることが確認された．また，これは中間

サービス需要の量と種類は工業部門の派生需要

であることを示している．

�−� Ciccone and Hall(1996)モデル

Ciccone and Hall は中間投入財の多様性と地

域の労働密度との関係に着目したモデルであ

る．ここで経済は最終財を生産する企業部門と

それに対する中間サービスを提供する企業部門

の�部門からなると仮定される．その際，産業

は特定されない．さらに，基本となる最終財の

個別企業の生産関数は次のように土地一単位当

たりの関係として定式化される．

y=f l, v=l v


5

ここで，y：土地単位当たり産出量（土地生産

性），l：土地単位当たり労働者数（労働密度），

v：土地単位当たり中間サービス投入量である．

また，パラメーター bは集積効果，aは混雑効

果と解釈される．

次に中間サービス投入量は Rivera-Batiz の

$式と同様に次のように与えられる．

v=∑



s 



6

ここで，sは中間サービス供給企業 iの産出量，

nは前節と同様に企業数を表す．さらにμ>1で

あるが，これは Rivera-Batiz の$式のパラ

メーターと μ=1σという形で対応している．

ここで，サービス供給企業によってsを産出す

るために必要な労働量を l=c+sと仮定して，

ゼロ利潤点での産出水準を求めると次式が導か

れる．

s=
c

μ−1
8

ここでも中間サービス供給企業の生産に使用さ

れる技術は全ての企業について対称的であるこ

とを仮定すれば，6式は次のように整理するこ

とができる．
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v=ns 9

μ>1であるから，中間サービス供給企業の

数が増加することにより土地当たりの生産量が

増加することになる．

そして地域の労働供給を所与とすると最終財

生産企業の労働 lと中間サービス生産の企業の

労働lは以下のように示される．

l=b⋅l，l=1−b⋅l

また，一般均衡論的に中間サービス供給企業

数が決定され以下のようになる．

n=1−b
μ−1
μ

⋅
l

c
:

したがって8式と:式でそれぞれ中間サービス

供給企業のサービス供給量 sと企業数 nが決定

されたことになる．

ここで9式に8式と:式を代入し，5式を整理

すると最終財生産の個別企業の生産関数は次の

ように表される．

y=f l, v=θ⋅l 

ただし，γ=a1+1−bμ−1であり，θは a，

b，c，μ からなるパラメーターである．この

関係は Rivera-Batiz との対応関係から土地を

明示的に示した変数で書き換えると次のように

あらわすことが可能となる．

Y

T

=θ 
L

T



;

ただし，Y：地域の最終生産物産出量，T：

地域の土地面積，L：地域の総労働量である．

これはある地域 c の土地生産性 YTと労働

密度 LTの関係を示している．

ここでの労働密度は地域における土地面積当

たりの中間サービス供給企業の労働者数を含め

た総労働者数である．lは総労働量の一定割合

であるから，総労働の増加は比例的に lの増

加を伴う．さらに，中間サービスの供給量は l

の増加関数であるから，結果として総労働量の

増加が多様性の増加を表すことになる．その結

果として地域の土地当たりの生産性が高まって

いくと解釈されるのである．

最後に，4式との;式との関係を確認しておこ

う．4式を面積当たりで表わすと

Y

T

=
L

T



⋅
S

T



⋅nL
 

<

あるいは，

Y

T

=
L

T



⋅
L

T



⋅
βσ

βc ⋅nL
 

=
L

T



⋅
βσ

βc ⋅nL
 

=

であることが容易に確認できる．�つの結果を

比較するとCiccone and Hall においては，パラ

メーター θ としてあらわされているものが，

Rivera-Batiz においては，企業数と土地面積

当たりの中間財投入企業の�つによってあらわ

されること，Sについてパラメーターにより

表記したとしても，パラメーター θに該当する

ものの一部は，労働力の関数あるいは企業数と

して表わされることとなっている．3式によ

り，nは労働力の増加関数であるから，当該地

域における中間財投入企業の労働の増加は，そ

の地域での土地当たりの生産性を上昇させる働

きを持つ．いずれのケースについても対数線形

化した上で，内生性などのいくつかの問題に十

分に注意を払えば，実証分析が可能であろう．

�．モデル拡張の可能性

本稿では，家計部門の差別化された財への支

出体系からみたDixit and Stiglitz モデルと企業

間の取引において差別化された財・サービスが

存在することを仮定した Rivera-Batiz 及び

Ciccone and Hall などの理論モデルについて見
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てきた．これらの理論モデルの結論の一つとし

て，地域の産業は，労働量を十分に確保するこ

とが，生産性を高めることにつながることがあ

げられる．但し，労働力が集まる事や企業数が

増加するためには，当該地点に立地するあるい

は移動することに何らかのメリットが無ければ

ならない．完全競争市場を考えた場合，ある地

点への生産要素の集中は，当該地域における生

産要素の供給増加へとつながるから，要素費用

を徐々に低下させることが期待される，このプ

ロセスを通じて，全ての地域で要素費用が平準

化することが予想される．その結果として，生

産技術に差が無ければ，特定の地域に集積が発

生することはなくなるだろう．このことから，

都市や地域における特定の地点への集中を説明

するためには，規模の経済を発生させるような

メカニズムをモデルに内包させる必要がある．

この意味で，空間経済学の分野において独占的

競争の理論が導入されてきた意義は大きい．

また，このような問題を取り扱うためには，

集積を示す指標となる企業数や労働人口などが

モデルにおいて明示的に示されている必要があ

る．このような定式化をしていくためには，本

稿でここまで見てきたDixit and Stiglitz 型の独

占的競争市場のほか，生産要素のうちでも特に

労働人口の移動について，明示的にモデルに取

り入れ，一般均衡体系を構築する必要がある．

ここで具体的な例を考えてみよう．例えば，

労働人口が高い実質賃金を求めて移動するよう

な経済を考えた場合，図�に示されるように高

い賃金が提示されている第�地域に移動するこ

とにより，第�地域の賃金は低下し，第�地域

の賃金は上昇することになる．この移動は，両

地域の賃金が一致する点まで続くこととなる．

さて，本稿でここまで確認してきたとおり，

労働人口の増加が，中間財・サービス企業の数

を増加させ，最終生産物の生産性を押し上げる

ようなメカニズムを考えたとき，図�に示され

るようなプロセスにより，均衡賃金水準は実現

するであろうか．

図� 労働移動と均衡

仮に，第�地域への人口流入による企業の生

産性上昇の結果，当該地域に企業の集積が発生

することにより労働需要が高まるようなケース

を考えた場合，図�に示されるように，労働人

口移動後の元の均衡水準は，既に均衡水準では

ない．図�では第�地域，第�地域の労働需要

曲線のシフトを同程度で極端に記したが，この

ような効果がどの程度発生しうるかは，労働量

の生産性引き上げ効果に大きく依存するものと

考えられる．場合によっては，このようなプロ

セスが連続的に続いた場合，いったん縮小し始

めた都市は，ますます縮小していくことによっ

て，いずれ消失してしまうような状況も考えら

れる．

図� 労働移動と労働需要の変化
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Fujita らは，このような経済モデルを想定し

た場合に発生しがちな，経済が一点に集中して

しまう状況を避けるために，本稿の⑷式の効用

関数の定式化の下で，ブラックホールの非存在

条件と呼ばれる次のような条件を設定してい

る9．

σ−1
σ

=ρ>μ

これらのパラメーターは部門間及び部門内にお

ける弾力性である．理論的な解釈から見た条件

の妥当性も必要であるほか，このような条件を

設定することの妥当性について，実証分析によ

る検証が別途必要になるものと考えられる．

このような問題についての理論面からの解決

方法として，モデルの定式化から集中の上限を

求める方法について検討しよう．一つの方法と

しては，生産あるいは消費体系に土地利用の概

念を含めることが考えられる．従来の理論の設

定から考えても，労働力の移動を考える際に，

労働者はより高い実質賃金を求めて移動すると

仮定するのは妥当なものであろう．上述したと

おり，Fujita らの空間経済学モデルにおいて

は，労働市場を定式化し，モデル内で決定され

る名目賃金を生産物の輸送費も含めた物価指数

で除すことによって，実質賃金を定義し，労働

者はより高い実質賃金を求めて移動するような

状況を表わしている．この時，仮に名目賃金に

ついて上昇が無かったとしても，ある地域にお

ける企業数が増加する結果，市場における製品

価格は低下する．このため，物価は継続的に低

下していくこととなり，実質賃金は上昇するか

ら，さらに人口の流入が続くのである．但し，

このような集中が際限なく続くことはないとい

う条件を付与するために，先のブラックホール

の非存在条件が課されたのである．

ここで住宅や土地など居住費あるいは立地費

用をモデル内に含めることを考えてみよう．実

際上の居住地選択の問題を想定した場合にで

も，我々の所得に占める住居費の割合は決して

少ないものではないことが考えられる．任意の

地域における土地の面積は一定であるから，人

口密度の上昇や産業集積による土地利用の上

は，一般的に地価の上昇をもたらすこととなろ

う．このように考えれば，我々の居住地選択

は，土地市場あるいは住宅市場などを含めた実

質賃金の水準に依存することが予想される10．

また，このようなモデルの設定により，集積の

発生した地域においては，賃金の上昇がある程

度の点までは他地域との実質的な賃金差となる

が，集積の程度が高まれば，土地・住宅市場が

ひっ迫することにより，賃金の上昇が土地・住

宅費用の上昇に吸収され，実質賃金の上昇につ

ながらなくなる可能性がある．この点は，

Dixit and Stiglitz モデルの「（部門内）弾力性

一定」のケースにおける多段階支出体系を援用

し，複数の種類の財・サービスへの弾力性につ

いてモデルを整理することで，分析が可能とな

ることが期待される．Fujita らのモデルにおい

ては，部門間，部門内の弾力性が一定であるよ

うな状況を想定しているが，この制約のうちの

いくつかを緩めることができれば，土地・住宅

市場などを含めた理論展開が可能であろう．

具体的には，Dixit and Stiglitz のモデルにお

いて，合成財，あるいは基準財と定義されてい

る部門に土地・住宅市場を当てることやあるい

は既にモデルに含まれている変数に加え，新た

に土地・住宅市場を定義することが考えられ

る．当然，物価指数についても，土地・住宅市
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10 本稿において取り扱ったモデルにおいては，

家計部門について消費財に関する価格指数は存

在するものの，立地点において支払う必要のあ

る地代へ支出配分の決定を含んではいない．



場の価格を含めたもので定義しなおす必要があ

ろう．このようなモデルの再定式化により，集

積地における実質賃金上昇の歯止めをかける物

価の上昇がモデルに内包化されることとなる．

また，集積地とそれ以外の地域では，所得に占

める住居費のシェアが異なる可能性がある事な

どについて言及する必要があれば，関数型につ

いても，部門間の弾力性が一定であるという仮

定をゆるめ，Dixit and Stiglitz の弾力性一定の

ケースに見られるような支出体系での展開をお

こなうことで，分析が可能となることが期待さ

れる．この場合，集積地においては，所得に占

める住居費のシェアが上昇を通じて差別化され

た財への支出が減少することになるため，これ

らの企業の新規参入あるいは当該地域への移動

に歯止めがかかることとなる．このようなプロ

セスは，やはり差別化された製品価格の高止ま

りや住居費の高止まりが期待されるため，実質

賃金は低下し，労働人口の流入も制限されるこ

ととなろう．これらの理論的な考察に加え，実

証上必要な準備として，実質賃金水準の地域差

やそれに対応する人口の流出入の傾向，所得に

占める住居費の支出シェアの地域差あるいは条

件として課されているブラックホールの非存在

条件などについて検証する必要があるものと思

われる．

結び

本稿では，空間経済学の分野で頻繁に用いら

れるDixit and Stigltz の一部をサーベイするこ

とにより，現在，空間経済学の分野において中

心的役割を担う Fujita らの理論モデルの拡張

の可能性について見てきた．理論モデル拡張の

ための基本的なコンセプトは，第�節にまとめ

たとおりであるが，ここでの中心的な課題は，

Fujita らがブラックホールの非存在条件と呼ぶ

パラメーターの制約を，理論モデルにおいて内

生化する方法とその妥当性および可能性につい

て検討したという点にあろう．その結果とし

て，これらの空間経済学における理論モデルの

基礎となるDixit and Stiglitz の独占的競争モデ

ルに倣い，いくつかの制約を緩めることは，現

時点で技術的な課題を明らかにするまでには至

らなかったものの，比較的現実的な問題への適

用の可能性があることが示唆されたものと思わ

れる．一般的に，理論モデルにおいて制約を緩

めることは解析上の困難を伴うことが多いと考

えられる．以上のように，理論モデルに課され

た条件についての実証上の問題，理論展開に関

する解析上の問題等含め課題が多く残されてい

るが，これらの点に十分に留意し分析を進めて

いきたい．
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